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【１】（一社）日本ガス石油機器工業会の概要

【２】製品の安全を確保・支援するための取組

１．製品安全に関する自主行動計画の制定

２．事故情報の収集、公表、分析及び対策の検討

３．製品の安全性向上への取組

４．製品に安全上の問題が発生した場合の取組

【３】製品安全文化構築への取組

１．安全基準やガイドライン等の策定

２．製品安全に関する情報発信

３．製品安全セミナー等への講師派遣

４．経年劣化事故対策活動の推進
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ご説明内容



会長 ： 國井総一郎

〔㈱ノーリツ 代表取締役社長〕

• 設立：1961(S36)年4月3日（法人認可
1962(S37)年4月2日）

• 会員数：103社（家庭用のガス・石油
機器及び関連部品の製造及び販売
会社、並びに賛助会員）

• 目的：ガス・石油機器産業の健全な発
展を図り、もって国民生活文化の向上
とわが国産業の発展に寄与すること
を目的とする。

【１】(一社)日本ガス石油機器工業会(JGKA)の概要
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事業の概要
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ガス・石油機器の
需要拡大

製品安全化

の対応
エネルギー・環境問題

の対応

製品安全事業 需要促進事業 省エネ・環境事業

標準化推進事業 情報調査事業

測定方法の標準化
及び基準の策定

事業推進に係る内容を
柱とした情報収集活動

事 業 方 針



5

１．『製品安全に関する自主行動計画』、『製品安全自主行動計画策定ガイドライン』の制定



２．事故情報の収集、公表、分析及び対策の検討
①ＪＧＫＡの発行する『ガス・石油機器 製品事故対応ガイドライン』により、
各社から報告された事故内容を、工業会ホームページで公表
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①(続き：ホームページ掲載事例）
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②製品事故データの分析・対策の検討

重大製品事故受付件数（METI製品安全小委員会(5/22）資料より）
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製品事故受付件数（重大製品事故及び重大製品事故以外の事故の合計）
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事故データの事故原因分析①（ガス機器）
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事故データの事故原因分析②（石油機器）
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前述の検討結果を基に、更なる製品安全に向けた自主基準策定

や安全啓発内容の見直しを実施している。

※製品事故事例から、具体的な啓発内容をホームページへ掲載
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３．製品の安全性向上への取組

製品安全に関する自主基準を検討・制定し、市場の安全性向上
に貢献

2008年 ガスこんろ…全口センサー化（4月自主規制，10月法制化）
特定保守製品…点検時期お知らせ機能（タイムスタンプ）搭載

2011年 ＢＦ式ふろがま…電池化、爆着防止、ふろ消し忘れタイマー、冠水対策
カートリッジこんろ…誤装着防止装置（こんろ装着レバーの操作力強化）

2012年 ガスこんろ…グリル火災防止機能（消し忘れ消火機能、過熱防止装置、
炎あふれ防止）

2013年 ガス温水機器…経年劣化お知らせ機能（不安全系エラーのインターロック）

2014年 ガスこんろ…設計標準使用条件及びその試験条件
ガスファンヒータ…設計標準使用条件及びその試験条件

2015年 石油給湯機等…経年劣化お知らせ機能（不安全系エラーのインターロック）



（出典：総務省消防庁『消防白書』 ）
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『２００６～２０１5年版 消防白書』（総務省消防庁）より作成

コンロを起因とする火災事故とSiコンロの普及率

火災件数は総務省消防白書より
Siセンサーコンロ普及率は日本ガス石油機器工業会出荷統計および住民基本台帳より算出
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４．製品に安全上の問題が発生した場合の取組
下記のガイドラインを制定し、会員企業へ周知徹底を図った。
①『ガス・石油機器 製品事故対応ガイドライン』の制定
・1991年5月に初版発行

・2006年12月に消費生活用製品安全法が改正され「製品事故情報報告・公表制度」が設けられた。
重大製品事故のみでなく、重大製品事故外の事故についても工業会に報告することとしている。
（目次）
１．事故・故障・クレームなどの情報の収集・分析と情報提供
２．事故に係る報告
３．事故対応の判断・注意事項
４．事故の定義
５．事故対応の公表
６．事故対応推進体制の確立
７．事故対応の事前準備
８．事故対応の事前報告及び説明
９．社内への周知
１０．製品の利用者への周知（事故対応の公表）
１１．事故対応状況の把握と報告
１２．工業会の役割
１３．消費生活用製品の事故対応フロー
１４．重大製品事故（Ａ１）の報告書様式

１５．非重大製品事故（Ａ２，Ｂ１，Ｂ２）の報告書様式
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②『ガス・石油機器の回収等の告知と安全使用に関する
ホームページ掲載ガイドライン』の制定

・2007年10月に初版発行
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１．安全基準やガイドラインの等の策定
当工業会においては、工業会規格（ＪＧＫＡＳ） ２４件、ガイドライン１２件、自主基
準 ５３件を定め、製品安全関連を始め測定方法、表示基準等を定め、消費者に対
する安全・安心・利便性の確保に寄与している。
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２．製品安全に関する情報発信

①ＪＲ東日本のトレインチャンネルの掲載
（METIガス安全広報コラボ活動として、METI、
ガス警報器工業会と同時期にカセットコンロ等を
実施した。）

②火災予防週間に合せて
全国800箇所の消防署及び52箇所の消費者センターに対し、ガス機器・石油機器・
カセットこんろ＆ボンベの安全啓発チラシを送付し、各種イベントでご活用頂いた。

③媒体広告によるガス・石油機器の消費者安全啓発の実施
『農業共済新聞』、『日本教育新聞』、各消費者団体の機関誌、『近代消防』誌、
『月刊ケアマネジメント』誌、『消費と生活』誌等

④工業会ＨＰにおける安全啓発活動の実施
消費者に向けたガス・石油機器の安全な使い方について、動画やガイドブック、チ
ラシ等も活用し啓発おり、多数の消防署、公的機関より リンクを張って頂いた。
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⑤ ＨＣＲ２０１５ 国際福祉機器展への出展

←一般消費者対象
出展者セミナー

←展示全体
＜製品＞
・ガスコンロ
・石油ストーブ
・浴室暖房乾燥機
・高齢者配慮リモコン
＜パネル＞
・給湯機10年で

点検・取替
・製品安全への取組
・他



20

３．製品安全セミナー等への講師派遣

①経済産業省主催の製品安全セミナーへ毎年講師を派遣
・2012年 北海道洞爺湖、茨城県筑西市、石川県金沢市、

名古屋市（中部経済産業局）
・2013年 秋田県大曲、秋田県横手、名古屋市（中部経済産業局）
・2014年 山形県山形市
・2015年 青森県平内町、北海道苫前郡初山別村

②全国ＬＰガス協会と連携し、ＬＰガス保安講習会に講師派遣
ガス機器の製品安全講習を実施
2012年 静岡県ＬＰガス協会（１か所）、

茨城県ＬＰガス協会（５か所）
2013年 新潟県ＬＰガス協会（１０か所
2014年 愛媛県ＬＰガス協会（８か所）

③石油連盟と連携し、消費者セミナーの開催
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４．経年劣化事故対策活動の実施

①長期使用製品安全点検制度の推進
（特定保守製品については、所有者票
の回収率向上に向けて活動を展開）

事業者に所有者票の代行記入協力推進（２０１３～２０１５のチラシ）
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②長期使用製品の点検・取替の開発活動の推進

ＪＧＫＡでは今秋より、給湯機は１０年で点検・取替の啓発活動を
展開します。

METIクレジット入りチラシ ガス給湯器10年で点検・取替解説リーフレット
（ガス事業者等による配布を想定）

2015年 2015年
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③安全啓発動画の作成

2012年

2012年より周知動画を製作し、動画広告やキャンペーン等
により動画視聴を促進してきた。

炎太郎シリーズ編(3話)

2014年 2015年
ボボボシリーズ編(全8話予定)湯沸器経年劣化編

メッセージ
「湯沸器も経年劣化すること」
「10年で点検」

メッセージ
「経年劣化すると事故のおそ
れが高まること」
「10年で点検」

メッセージ
「ガス・石油給湯器は10年で
点検・取替」
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④ヒートショック周知キャンペーンの実施

ガス石油機器における製品安全事業の周辺関連事業として、入浴中の事故を防止する
ため、ヒートショックによる事故防止を目的に周知キャンペーンを実施した。併せて浴室
や脱衣所暖房機器の提案も行う。
キャンペーン期間：2015.12.1～2016.01.31

参考：動画再生回数 9523回 キャンペーン応募10843人 (2016.01.13)
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動画クイズ

解説サイト

ヒートショック周知キャンペーンの実施(サイトの構成）
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今後とも、さらなる製品安全を目指し、
取り組んでまいりますので、

引き続きご指導お願い申し上げます。

特別賞受賞に心よりお礼申し上げます。


